
１．総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項
　現在、職員の給与については「大田市長の給料の特例に関する条例」「大田市助役及び教育長の給料の特例

に関する条例」及び「大田市職員の給料の特例に関する条例」に基づき、特別職については平成18年1月1日

職員については平成18年4月1日から次のとおり減額措置を行っている。

特別職 職員（一般行政職）

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）　１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す

　　　　　指数である。

　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した

　　　　　ものである。

部長 9人7

Ａ

給 与 費

人 千円 千円

17.0

637,471

4.5 %

4.5 %

係長・主任主事・主任技師 80人

課長補佐・係長 80人

課長 38人

0.5 %

1.0 %

2.5 %

3.0 %

3.5 %

副主任主事・副主任技師・主事・技師 12人

主任主事・主任技師・副主任主事・副主任技師 81人

1

2

3

計　　Ｂ

291,808 2,744,948

23,322,752 472,568 4,283,979 18.4

減額率 対 象 役 職 対象人数

主事・技師 14人

4

5

6

市 長 20.0%

副 市 長 10.0%

教 育 長 7.5%

22年度

区 分

23年度

職員数

給 料

469 1,815,669

38,955

役 職 減額率 級

1人当たり給
与費Ｂ／Ａ

1人当たり給与費
（類似団体）

大田市職員の給与・定員管理等について

区 分
住民基本台帳人口

（平成23.3.31）

人

歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率 （参考）前年度

の人件費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

％千円 千円 千円 ％

千円 千円

5,853 5,745

千円 千円

職 員 手 当 期末勤勉手
当

92 

93 

94 

95 

96 

97 

98 

99 

100 

101 

大田市 県内８市平均 類似団体平均 全国市平均 

(H18) 
95.3 

(H18) 
97.4 

(H18) 
98.9 

(H23) 
96.3 

(H23) 
97.9 

(H23) 
98.8 

 

(H18) 
95.0 

(H23) 
96.7 



２．一般行政職給料表の状況（平成23年4月1日現在）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３．職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）
①　一般行政職

②　技能労務職

（注）　運転手については、１人のため「個人情報保護」の観点からアスタリスク「***」としている。

③　消防職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

　　　　ているものである。

　　　３　「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当

　　　　等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

円 円 円

44.2

職員数

人

16人

1人

5人

10人

人

220

人

3,689

人

27

国

類 似 団 体

歳

歳

歳

歳

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

円 円 円

43.3 330,911 383,402 353,025
大 田 市

島 根 県

円 円 円

323,665 387,844 350,056

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

円 円 円

43.1 325,607 384,184 351,717

***

大 田 市
歳 円 円 円

50.7 320,475 337,363 329,664

42.3 327,205 ― 397,723

329,120円 345,770円 337,270円

島 根 県
歳 円 円 円

50.4 340,310 385,849 360,925

内保育園調理員 52.6

****** ****** ******

46.0 299,120円 317,080円 309,400円

内運転手

内校務技能員

国
歳 円 円 円

49.5 283,862 ― 321,662

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

類 似 団 体
歳 円 円 円

49.0 309,198 335,585 322,040

大 田 市
歳 円 円 円

34.4 261,946 324,385 281,794

類 似 団 体
歳 円 円 円

39.2 296,140 357,117 322,696

１ 号 給 の
給 料 月 額

最 高 号 給 の
給 料 月 額

１級

135,600

243,700

２級

185,800

309,200

３級

222,900

356,400

４級

261,900

390,100

５級

289,200

402,500

６級

320,600

424,600

７級

366,200

458,400

（単位：円）



（２）職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

（注）　「大田市」、「島根県」の初任給は、特例条例による減額後の額である。

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成23年4月1日現在）

（注）　個人情報保護の観点から該当者が１人の場合は、アスタリスク「***」、該当者なしの場合は「－」と

　　　としている。

一 般 行 政 職

高 校 卒技 能 労 務 職

区 分 大 田 市 島 根 県 国

140,100

円 円 円

137,200 143,444 137,200

円

160,000 161,868 172,200

円 円 円

円 円

139,400 131,694

大 学 卒

高 校 卒

―

区 分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年

円

160,000 ― ―

円 円 円
消 防 職

大 学 卒

高 校 卒

円 円

139,400 ―

高 校 卒
円 円 円

237,333 300,340 357,833

円

****** ― ******

技 能 労 務 職 高 校 卒
円 円 円

― ― ******

一 般 行 政 職

大 学 卒
円 円 円

256,117 302,320 355,200

消 防 職

大 学 卒
円 円 円

― ― ―

高 校 卒
円 円



４．一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

（注）１　大田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

１級
定型的な業務を行う主事もしくは技師の職務またはこれらに
相当する職務

人 ％

14 4.5

区 分 標 準 的 な 職 務 内 容 職 員 数 構 成 比

３級
主任主事もしくは主任技師の職務またはこれらに相当する職
務

人 ％

81 25.8

２級
高度な知識もしくは経験を必要とする業務を行う主事もしく
は技師の職務またはこれらに相当する職務

人 ％

12 3.8

５級 課長補佐の職務またはこれに相当する職務
人 ％

80 25.5

４級 係長の職務またはこれに相当する職務
人 ％

80 25.5

７級 部長の職務またはこれに相当する職務
人 ％

9 2.9

６級 課長の職務またはこれに相当する職務
人 ％

38 12.1

　休職・休業・懲戒処分者等に昇給延伸等の措置を講じている。

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

７級 

６級 

５級 

４級 

３級 

２級 

１級 

平成23年の構成比 １年前の構成比 

4.5％ 
3.8％ 

25.8％ 

25.5％ 

25.5％ 

12.1％ 

2.9％ 3.2％ 

12.3％ 

24.7％ 

24.7％ 

26.3％ 

4.4％ 
4.4％ 



５．職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

役職加算　　   5～15% 役職加算　　   5～20% 役職加算　　   5～20%

管理職加算　15～25% 管理職加算　10～25%

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

（２）退職手当（平成23年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成23年4月1日現在）

（４）特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

千円1,379 1,469 千円 ― 千円

（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

（0.70月分）

（加算措置の状況）

自己都合 勧奨・定年

大 田 市 島 根 県 国

1人当たり平均支給額（22年度） 1人当たり平均支給額（22年度） 1人当たり平均支給額（22年度）

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

2.55月分 1.35月分

期末手当 勤勉手当 勤勉手当

1.35月分

期末手当 勤勉手当

2.60月分 1.35月分

期末手当

2.50月分

勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分

（1.45月分） （0.65月分）

勧奨・定年自己都合

最高限度額

勤続20年

勤続25年

勤続35年

23.50月分 30.55月分

33.50月分 41.34月分

47.50月分 59.28月分

59.28月分 59.28月分

41.34月分

勤続35年 47.50月分 59.28月分

（1.40月分） （0.70月分） （1.35月分）

　休職・休業・懲戒処分者等に減額措置を講じている。

大 田 市 国

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

―　千円 ―　千円

支給対象者

医師

支給率

15%

支給対象職員数

0人

国の制度（支給率）

15%

支給実績（22年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

０　千円

―　円

773千円 27,955千円

最高限度額 59.28月分 59.28月分

行旅死病人取扱業務手当 行旅死病人業務従事職員 行旅死亡人を取扱った場
合

1件　3,000円

行旅病人を取扱った場合 1件　1,500円

　2,205  千円

　25,646  円

17.2　％

9　　

支給実績（22年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症防疫に従事した場
合

日額　300円感染症防疫作業従事職員感染症防疫作業手当



（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当（平成23年4月1日現在）

配偶者　13,000円

1人（配偶者以外）   　6,500円

1人（配偶者なし）　11,000円

借家・借間居住者

月額23,000円以下の家賃

家賃―12,000円

月額23,000円を超える家賃

最高支給限度額　27,000円

住宅を借りて月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員に支給

（家賃―23,000円）×1/2
　　　　　　　　　＋11,000円

住居手当

扶養親族のある職員に支給

同じ ―

千円 円

18,968 291,822

扶養手当

同じ ―

生活保護業務手当 福祉事務所職員 生活保護法による保護業
務

月額　2,000円

市税・国民健康保険料・介
護保険料徴収業務手当

市税・国民健康保険料・介
護保険料徴収担当職員

徴収外勤業務 日額　200円

財産差押業務 1件　300円

用地交渉業務手当 公共工事担当課職員 勤務時間外の用地交渉業
務

日額　200円

負担金・使用料等徴収事務
手当

負担金・使用料等徴収担当
職員

徴収外勤業務 日額　200円

除雪作業業務 特殊作業車運転手 勤務時間外の除雪業務 日額　300円

暴風警報・大雪警報発令
下の作業

日額　150円

支給割合が
異なる

一部
異なる

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（平成21年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（21年度決算）

93,267　千円

205　千円

94,546　千円

196　千円

危険物取扱業務 日額　200円

し尿、ごみ処理業務 日額　200円

国の制度と

異なる内容 （22年度決算）

支給実績 支給職員1人当
り平均支給年額

手当名 内容及び支給単価
国の制度

との差異

支給実績（平成22年度決算）

管理職手当

部長級　月額　66,400円

課長級　月額　41,600円

管理監督の地位にある職員に支給

千円 円

57,894 232,506

千円 円

27,139 553,861

災害等出動業務 1件　300円

衛生処理場業務手当 衛生処理場職員 時間外緊急出動業務 日額　300円

消防業務手当 消防職員

特定期間（満16歳年度初めから満22
歳年度末）の子の加算　5,000円

緊急出動業務 1件　300円

救命措置業務 1件　300円



交通機関利用者

最高支給限度額　55,000円

交通用具使用者

2㎞～40㎞以上

3,900円～23,900円

　加算額　6,000円～45,000円

一般の宿日直　4,200円

　1回につき4,000～6,000円

実働時間が6時間を超える場合

　6,000円～9,000円

宿日直を命ぜられた職員に支給（時間
外勤務手当、休日勤務手当は支給され
ない）

異動に伴い転居し、やむを得ない事情
により配偶者と別居し、単身で生活す
る職員に支給

23,000円＋配偶者の住居との間の交
通距離に応じた加算額

臨時又は緊急の必要その他公務の運営
上の必要により、週休日または休日に
勤務した管理職員に支給

管理職員
特別勤務手当

同じ ―

宿日直手当

同じ ―

千円 円

50 50,400

千円 円

168 56,000

正規の勤務時間として午後10時から
翌日の午前5時までの間に勤務した職
員に支給

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×25/100

夜間勤務手当

異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

4,172 63,218

休日等（祝日法による休日、年末年始
の休日）において、正規の勤務時間に
勤務した職員に支給

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×135/100

休日勤務手当

異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

14,075 210,078

単身赴任手当

同じ ―

千円 円

0 ―

129,726

通勤手当

異なる

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

千円

45,015

円通勤のため交通機関を使用又は交通用
具を利用する場合に支給（ただし、通
勤距離が２ｋｍ未満の場合を除く）



６．特別職の報酬等の状況（平成23年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

（平成23年度支給割合）

（平成23年度支給割合）

（注）１　給料及び報酬の（　　　）内は、減額措置後の実支給額である。

　　　２　市長及び副市長の給料は、平成18年3月に報酬審議会答申のとおり改定のあった金額であり、20%、

　　　　10%カットの基礎となる給料月額は、改定前の市長920,000円、副市長730,000円である。

　　　3　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）努めた場

　　　　合における退職手当の見込み額である。　※在任期間に端数がある場合は月額支給する。

給 料 月 額 等

市 長

議 長

区 分

750,000／249,000

―

545,000／230,000

退

職

手

当

（算定方式）

78万円×在職年数×5

66万円×在職年数×3

（1期の支給額）

15,600,000円

7,920,000円

（支給時期）

任期毎に支給

任期毎に支給

給

料

報

酬

副 議 長

議 員

期

末

手

当

市 長

副 市 長

（参考）類似団体における　最高／最低額

円

円

円

390,000

330,000

310,000

780,000

（736,000）

660,000

（657,000）

廃止

（　　　　　）

940,000／259,000

474,000／200,000

450,000／180,000

2.90月分

2.90月分

副 市 長

収 入 役

議 長

副 議 長

議 員

市 長

副 市 長



７．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

〔 〕 〔 〕 〔 〕

（注）１　職員数は一般職に属する職員である。

　　　２　〔　　〕内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成23年4月1日現在）

91

人

89

人

44

人

10686
職員数

人

2

人

17

合 計
754 767 ▲ 13

923 923 0

人

3

人

754

区分
20歳

未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

60歳

以上
合計

人人

88

人

90

人

54

人

84

人

公営企
業等会
計部門

病 院 243 250 ▲ 7 医師・看護師の減

水 道 20 20 0

下 水 道 7 7 0

そ の 他 18 18 0

小 計 288 295 ▲ 7

小 計 332 343 ▲ 11

特別行
政部門

教 育 50 52 ▲ 2 世界遺産センター担当の減

消 防 84 77 7 消防吏員の増

小 計 134 129 5

民 生 98 100 ▲ 2 保育士・保育園調理員の減

衛 生 33 34 ▲ 1 衛生処理場担当の減

商 工 13 14 ▲ 1 産業振興担当の減

土 木 36 33 3 土木担当・都市計画担当の増

労 働 1 1 0

農 林 土 木 25 28 ▲ 3 農業土木担当・農業委員会担当の減

（各年４月1日現在）

　　　　　　　　　　区分
部門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成23年 平成22年

一
般
行
政
部
門

議 会 5 5 0

総 務 97 97 0

税 務 24 31 ▲ 7 資産税担当の減

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20歳 
 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 
 

以上 

％ 

平成23年4月1日現在 

平成18年4月1日現在 



（３）職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

　　　２　平成１７年については、合併前の旧団体の合計職員数

▲ 26 （ ）▲ 7.3

▲ 53 （ ▲ 51.5 ）

6 （ 7.7 ）

▲ 73 （ ▲ 13.5 ）

　　　　　　　年度
部門別

一般行政

教育

消防

普通会計計

343 332

103 102 97 67 52 50

78 78

公営企業等会計計

総合計

358 343 330 346

18年 19年 20年 21年 22年 23年
過去５年間の
増減数（率）

（単位：人・％）

▲ 16 （ ▲ 5.3 ）

▲ 89 （ ▲ 10.6 ）

78 76 77 84

539 523 505 489 472 466

304 301 304 305 295 288

843 824 809 794 767 754



８．公営企業職員の状況

（１）水道事業
①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）前年度

の給与費比率

イ　予算

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

ウ　特記事項

普通会計職員と同じ

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成23年4月1日現在）

（参考）

③　職員手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当（平成23年4月1日現在）

役職加算　　   5～15% 役職加算　　   5～15%

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成23年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

―　千円 ―　千円 773千円 27,955千円

勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

水 道 事 業 大 田 市 （ 一 般 行 政 職 ）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.55月分 1.35月分 2.55月分 1.35月分

（1.40月分） （0.70月分） （1.40月分） （0.70月分）

水 道 事 業 大 田 市 （ 一 般 行 政 職 ）

1人当たり平均支給額（22年度） 1人当たり平均支給額（22年度）

1,432 千円 1,379 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合）

歳 円 円 円

43.3 330,911 383,402 353,025大田市一般行政職

％

12.3

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

水 道 事 業
歳 円 円 円

44.1 335,885 419,645 358,550

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

23年度 16 62,117 27,238 22,290 111,645 6,978 6,443

区 分
職員数 給 与 費 1人当たり給

与費Ｂ／Ａ
1人当たり給与費
（市町村平均）Ａ 給 料 職 員 手 当 期末勤勉手

当
計　　Ｂ

22年度 123,870

千円

874,576

千円

66,938

％

14.2

区 分
職員給与費

Ｂ

総費用

Ａ
純損益又は
実質収支

総費用に占める職員
給与費比率　B／A

千円



ウ　特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

エ　時間外勤務手当

オ　その他の手当（平成23年4月1日現在）

配偶者　13,000円

1人（配偶者以外）   　6,500円

1人（配偶者なし）　11,000円

借家・借間居住者

月額23,000円以下の家賃

家賃―12,000円

月額23,000円を超える家賃

最高支給限度額　27,000円

交通機関利用者

最高支給限度額　55,000円

交通用具使用者

2㎞～40㎞以上

3,900円～23,900円

　加算額　6,000円～45,000円

通勤手当 通勤のため交通機関を使用又は交通用
具を利用する場合に支給（ただし、通
勤距離が２ｋｍ未満の場合を除く）

異なる

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

千円 円

2,035 113,067

単身赴任手当 異動に伴い転居し、やむを得ない事情
により配偶者と別居し、単身で生活す
る職員に支給

同じ ―

千円 円

0 ―

23,000円＋配偶者の住居との間の交
通距離に応じた加算額

住居手当 住宅を借りて月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員に支給

同じ ―

千円 円

816 272,000

（家賃―23,000円）×1/2
　　　　　　　　　＋11,000円

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

同じ ―

千円 円

2,820 235,000

特定期間（満16歳年度初めから満22
歳年度末）の子の加算　5,000円

支給職員1人当
り平均支給年額との差異 異なる内容 （22年度決算）

管理職手当 管理監督の地位にある職員に支給
一部

異なる
支給割合が
異なる

千円 円

部長級　月額　66,400円 1,795 598,400

課長級　月額　41,600円

支給実績（平成22年度決算） 11,067　千円

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 553　千円

支給実績（平成21年度決算） 8,416　千円

職員1人当たり平均支給年額（21年度決算） 495　千円

手当名 内容及び支給単価
国の制度 国の制度と 支給実績

危険物（薬品）を取扱っ
た場合

日額　200円

負担金・使用料等徴収事務
手当

水道職員 徴収外勤業務 日額　200円

手当の種類（手当数） ２　　

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

水道業務手当 水道職員 時間外に緊急出動した場
合

日額　300円

支給実績（22年度決算） 349　千円

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 17,460　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 55.0　％



一般の宿日直　4,200円

　1回につき4,000～6,000円

実働時間が6時間を超える場合

　6,000円～9,000円

（２）病院事業
①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）前年度

の給与費比率

イ　予算

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

ウ　特記事項

普通会計職員と同じ

※　医療職給料表適用者は、給与の特例（減額）から除外

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成23年4月1日現在）

類 似 団 体
歳 円 円 円

45.2 582,685 1,217,719 765,286

歳 円 円 円

49.4 487,938 ― 817,757
国

職 種 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

医 師
歳 円 円 円

48.2 470,291 1,127,573 945,418

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

23年度 310 848,637 459,485 299,229 1,607,351 5,185 6,803

区 分
職員数 給 与 費 1人当たり給

与費Ｂ／Ａ
1人当たり給与費
（市町村平均）Ａ 給 料 職 員 手 当 期末勤勉手

当
計　　Ｂ

千円 千円 千円 ％ ％

22年度 3,813,036 919,436 2,263,073 59.4 56.3

区 分
総費用 純損益又は

実質収支
職員給与費 総費用に占める職員

給与費比率　B／AＡ Ｂ

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に支給（時間
外勤務手当、休日勤務手当は支給され
ない） 同じ ―

千円 円

0 ―

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他公務の運営
上の必要により、週休日または休日に
勤務した管理職員に支給

同じ ―

千円 円

144 144,000

夜間勤務手当 正規の勤務時間として午後10時から
翌日の午前5時までの間に勤務した職
員に支給 異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

1,233 246,573

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×25/100

休日勤務手当 休日等（祝日法による休日、年末年始
の休日）において、正規の勤務時間に
勤務した職員に支給 異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

0 ―

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×135/100



③　職員手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当（平成23年4月1日現在）

役職加算　　   5～15% 役職加算　　   5～15%

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成23年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成23年4月1日現在）

エ　特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

負担金・使用料等徴収事務
手当

病院職員 徴収外勤業務 日額　200円

診療業務手当 病院職員 診療業務 定額分　35,000円～75,000円
診療分　上限　160,000円

救急業務手当 病院職員 宿日直時の外来救急業務 患者1人につき1,000円

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 　573048円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 　79.3％

手当の種類（手当数） 8

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給対象者 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

医師 15% 21 15%

支給実績（22年度決算） 　107,733千円

1,321千円 15,504千円 773千円 27,955千円

支給実績（22年度決算） 　20,990千円

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 　999,524円

勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

　職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

病 院 事 業 大 田 市 （ 一 般 行 政 職 ）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月分 1.35月分 2.60月分 1.35月分

（1.50月分） （0.75月分） （1.50月分） （0.75月分）

病 院 事 業 大 田 市 （ 一 般 行 政 職 ）

1人当たり平均支給額（22年度） 1人当たり平均支給額（22年度）

1,186 千円 1,379 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合）

類 似 団 体
歳 円 円 円

40.2 298,468 348,070 311,421

国
歳 円 円 円

45.5 314,065 ― 343,856

職 種 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

看 護 師
歳 円 円 円

39.2 278,570 344,369 290,735



オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成23年4月1日現在）

欠員の補充が困難な医師に支給

月額　52,500～365,500円

配偶者　13,000円

1人（配偶者以外）   　6,500円

1人（配偶者なし）　11,000円

借家・借間居住者

月額23,000円以下の家賃

家賃―12,000円

月額23,000円を超える家賃

最高支給限度額　27,000円

交通機関利用者

最高支給限度額　55,000円

交通用具使用者

2㎞～40㎞以上

3,900円～23,900円

　加算額　6,000円～45,000円

千円 円

84,849 4,040,429

初任給調整手当
同じ ―

休日勤務手当 休日等（祝日法による休日、年末年始
の休日）において、正規の勤務時間に
勤務した職員に支給 異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

25,001

夜間看護業務 病院職員 深夜における看護業務 １回
　　1,620円～6,800円

177,312

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×135/100

通勤手当 通勤のため交通機関を使用又は交通用
具を利用する場合に支給（ただし、通
勤距離が２ｋｍ未満の場合を除く）

異なる

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

千円 円

19,748 112,846

単身赴任手当 異動に伴い転居し、やむを得ない事情
により配偶者と別居し、単身で生活す
る職員に支給

同じ ―

千円 円

348 29,000

23,000円＋配偶者の住居との間の交
通距離に応じた加算額

住居手当 住宅を借りて月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員に支給

同じ ―

千円 円

9,000 321,429

（家賃―23,000円）×1/2
　　　　　　　　　＋11,000円

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

同じ ―

千円 円

22,315 216,650

特定期間（満16歳年度初めから満22
歳年度末）の子の加算　5,000円

支給職員1人当
り平均支給年額との差異 異なる内容 （22年度決算）

管理職手当 管理監督の地位にある職員に支給
一部

異なる
支給割合が
異なる

千円 円

部長級　月額　66,400円 24,994 757,394

課長級　月額　41,600円

支給実績（平成21年度決算） 73,555千円

職員1人当たり平均支給年額（21年度決算） 446千円

手当名 内容及び支給単価
国の制度 国の制度と 支給実績

臨床指導業務 病院職員 臨床指導業務 月額　100,000円

支給実績（平成22年度決算） 　44,825千円

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 　219千円

救急呼出待機業務手当 病院職員 救急呼出待機業務 待機1回につき
　2,000円～5,000円

分娩業務手当 病院職員 分娩業務 待機1回につき
　2,000円～5,000円

放射線取扱業務 病院職員 診療放射線業務 日額　230円



4,200円～30,000円

　1回につき4,000～6,000円

実働時間が6時間を超える場合

　6,000円～9,000円

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に支給（時間
外勤務手当、休日勤務手当は支給され
ない） 同じ ―

千円 円

41,444 753,527

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他公務の運営
上の必要により、週休日または休日に
勤務した管理職員に支給

同じ ―

千円 円

0 ―

夜間勤務手当 正規の勤務時間として午後10時から
翌日の午前5時までの間に勤務した職
員に支給 異なる

勤務1時間
当たりの給
与額の算出
方法が異な
る

千円 円

15,790 136,121

休日勤務時間数×勤務1時間当たりの
給与額×25/100


